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スポーツ事業を通じた震災復興と復興五輪
中　村　祐　司
Ⅰ . 震災復興と復興五輪との乖離
東日本大震災から 3 年半以上（2014 年 10 月現
在）が経過し、以前にはスポーツ界やメディアで
強調された「スポーツの力」が登場する機会が減
少傾向にあることは否めない。同様に「復興五輪」
についても、2013 年 9 月の国際オリンピック委
員会（IOC）総会において 2020 年東京五輪決定
の切り札の一つとなったと認識された割には、そ
の後の具体的な展開がなかなか見えてこないこと
も事実である。
むしろ、震災復興や五輪関連施設の建設をめぐ
る人材や資材の不足とそれらに伴うコスト増加な
どが懸念されている。また、東京五輪会場の配置
見直しやスポーツ団体のガバナンスをめぐる問
題、さらにはメダル獲得に向けた特定種目のエ
リート競技選手育成の重点化への偏重など、2020
年東京五輪に関わる直接間接の波及課題がクロー
ズアップされるようになった。
こうした震災復興に寄与するスポーツ事業と復
興五輪事業の希薄化現象が目立つ時期であるから
こそ、両者に共通する貢献価値を活動事例にもと
づいて再認識し、両者の乖離を縮める視点を持つ
ことが必要ではないだろうか。
そこで以下、震災後に福島県福島市や同郡山市
における草の根の組織的スポーツ活動を通じて、
避難所支援に尽力した従事者とのインタビュと、
貴重な活動実践の記録資料にもとづき、そこから
再確認された地域社会における総合型地域スポー
ツクラブ等の活動が有する社会的価値を提示す
る。そして、新聞報道から復興五輪関連事業の事
例を抽出・紹介し、事業をめぐる課題を明らかに
したい。
Ⅱ . スポーツ事業による復興支援の原点
以下、東日本大震災後、福島県体育協会のクラ
ブ育成アドバイザーとしてスポーツ事業を通じた
震災復興支援に当たった従事者の活動事例を紹介
する。
大学在学中から総合型クラブの運営に関心があ
り、卒業後、県体協の臨時職員を 1 年経験し、そ
の後、文科省の事業によるクラブアドバイザーを
3 年間、更新後に 1 年間務めた。県からの拠出は
なく、予算が削減傾向にある中で、広域スポーツ
センターに勤務した。仕事の対象は県内全体で、
一番の目的は総合型クラブの立ち上げを支援する
ことであった。
震災の翌年は勤務日数が制限され、給与も減っ
た。ちょうど総合型クラブもこれから成熟期に向
かう転換期を迎えており、立ち上げ支援の広域的
取り組みについては縮小傾向にあった。福島県の
総合型クラブ立ち上げへの支援活動は、もともと
行政主導型であったが、震災とその後の放射能の
問題で立ち行かなくなってしまった。
総合型クラブ同士での連携や避難所支援につい
て、相馬市へ行ってがれき処理などを行った会津
のクラブがある。震災があってクラブ間の絆が
深まった面もある。福岡県、京都府、山形県な
どで話をする機会を持った。COF（Community of 
Fukushima）という支援組織を作った。主として
避難所に対する支援に従事した。
震災前は、地域における総合型クラブの価値に
ついて、自分たちの問題意識として深く捉えてい
なかった。ところが、震災後に総合型クラブの存
在価値と意義を強く認識するようになった。実際、
避難先において、失われて初めてその価値の深さ
が分かった。この経験を教訓にしていきたい。
震災直後いわき市に戻ったが、何もできなかっ
た。普通ではない状況が続いた中で、普通の生活
に強くあこがれた。水道水も飲めないなど、震災
の異常なストレスに直面した。そうした状況では、
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当時2,500人が避難した郡山市の避難所において、
物品等の受け取りをめぐり、配布前の長い列と配
布開始後に物資を奪い合う、心が痛む光景も目に
した。もらうものはもらわなければ損という雰囲
気で、こうした状況を作ってはいけないと痛切に
思った 1。
原発事故後、警戒区域、計画的避難区域、緊急
時避難準備区域には 13 の総合型クラブがあった。
区域内の総合型クラブでは、施設が損壊し、関係
者が散り散りになり、かつ地元に帰れなくなった。
生活が成り立たず、また自治体が十分に機能しな
い中、総会の開催なども含め、クラブが活動でき
なくなり、今後の見通しすら立たなくなった 2。
屋外活動への抵抗感、学校の活動自粛、公共施
設の使用制限、指定管理の中止に直面したこと
で、活動場所の確保が困難となり、計画も不確定
となった。そのことが会員数（会費等収入）の減
少を招き、情報に対する不信とともに活動が停滞
した。
しかし、福島県内において、たとえばただみコ
ミュニティクラブ（只見町）は柳津町の避難所支
援を行い、NPO 法人スポーツクラブバンビィは
南相馬市で支援活動を行った。また県外からも
NPO 法人クラブパレット（石川県かほく市）や
半九レインボースポーツクラブ（宮崎県宮崎市）
などが支援に駆けつけた。
福島県内の総合型クラブ関係者、福島大学の教
員・学生、健康運動指導士などをメンバーとして
復興支援団体 COF を立ち上げ、①「今をしのぐ」
（被災者の精神的ストレスの軽減）、②「新たなつ
ながり」（被災者間コミュニティの確立）、③「被
災者から復興者へ」（主体的復興への意識醸成）、
をビジョンに福島市のあづま総合体育館や郡山市
のビッグパレットふくしまを拠点に、「できるこ
とから一歩ずつ」活動に取り組んだ。一般社団法
人ふくしまスポーツプロモーションなど連携団体
もできた。こうした活動から、「組織化（総合型
クラブ化）する意味」、すなわち「一人ではかた
ちにできない思いを協働によってかたちにする」
「多様な連携が生む大きな力・膨らむ可能性」「資
金調達」「連携の連鎖」「みんなで責任を負うから
こそできる積極的な取り組み」「スポーツの人を
つなぐ力や笑顔をつくる力」を再確認することに
なった 3。
以上のような震災後のスポーツ事業を通じた避
難者支援からは、復興支援活動においてスポーツ
が果たすことのできる役割や価値の原型・原点が
浮かび上がってくる。
Ⅲ．復興五輪事業をめぐる課題と可能性
１．復興五輪の論点
それでは、こうした活動が残した意義は、現段
階での復興五輪事業と何らかの形でつながってい
るのであろうか。
被災地の中央不信の「根っこ」は二つあるとい
う。一つは招致過程において「復興」が外国の不
安をあおらないよう招致アピールから取り下げた
時期があったことである。もう一つは首相が国際
オリンピック委員会（ＩＯＣ）の総会での招致演
説で、東京電力福島第一原発の汚染水漏れについ
て、「状況はコントロールされている」と明言し
たことである。それにもかかわらず、その後、五
輪の組織委員会には復興五輪にかける本気度が伝
わってこないという批判がある 4。
1964 年東京五輪同様、2020 年大会も復興がキー
ワードになるという指摘もある。東北での事前合
宿や聖火リレーを実施すれば事足りるというもの
ではなく、五輪関連施設の建設のために復興作業
が滞るようでは開催の意義が問われるという主張
である 5。
東日本大震災で、岩手県と宮城県の小中高校計
61 校の校庭に建てられた仮設住宅（計 4,224 戸）
のうち、解体が済んだのは岩手県の小中学校 2 校
の一部、計 28 戸（0.6%）のみであることが分かっ
た。狭い校庭で運動スペースが制限されたり、学
校までスクールバスで通うようになった子どもが
歩かなくなったりして、そのことが被災地の子ど
もの運動能力の低下に影響を与えているとみられ
ている。小中高校計 11 校に仮設がある岩手県陸
前高田市の全仮設の入居率は 86.1% に上る 6。
一方で、2020 年東京五輪・パラリンピック関
係閣僚会議の初会合が、2014 年 4 月 22 日に開催
された。被災地での五輪競技開催をめぐっては、
これまでに宮城県でのサッカー 1 次リーグの実施
が固まっている。政府は各自治体の競技場や宿泊
施設といった受け入れ能力を調査し、被災地での
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開催が増やせるかどうか大会組織委員会と協議し
ていくとした 7。
2014 年 7 月 7 日、岩手県クレー射撃協会の会
長が、2020 年東京五輪のクレーとライフルの射
撃競技を花巻市に誘致することに協力を求める
要望書を、県庁や同市役所に提出した 8。また、
2020 年東京五輪に向けた予算関連で、選手 40 人
の遠征費を補助する福島県は、「被災地も元気と
世界に伝えたい」とした 9。
東京五輪組織委員会は 2014 年 7 月 29 日、被災
地復興支援の取り組みを検討する連絡協議会の初
会合を東京都庁で開いた。組織委のほか、岩手県、
宮城県、福島県、都や国などが参加した。復興五
輪の関連では被災県から、各国選手団の事前合宿
誘致への協力や被災地での聖火リレー実施を要望
する声が相次いだ。実施予定の 32 事業には「被
災地の復興した姿の世界発信」も含まれている
10。　
招致段階では「スポーツの力による東日本大震
災からの復興への寄与」が掲げられたが、同年
10 月 10 日に発表された新ビジョン骨子の要約を
見る限り、復興五輪という言葉は見当たらない。
2020 年東京五輪は東日本大震災から 9 年後の
大会でもあり、復興を目指す被災者をどう元気づ
けるかなども大切な課題となる。そして、「弱い
立場の人への心配りが行き届いた国」として、日
本の良さを世界にアピールするチャンスでもある
という記述もある 11。
２．復興五輪の試金石
スポーツ施設「Ｊヴィレッジ」（福島県楢葉町、
同広野町）は原発事故後、国や自衛隊、東電など
の事故対策拠点となった。福島県や日本サッカー
協会などが出資する運営会社はいわき市でフィッ
トネスジムを開き、中学生のサッカースクールを
再開するなど、「細々とではあるが事業を継続」
してきた。原発事故発生後、東電はＪヴィレッ
ジを運営会社から借りているが、2014 年 1 月に
2018 年をめどとする返還を表明した。
こうした中、返還が地域住民の帰還の後押しに
つながってこそ意味があるという指摘がある。広
野町の担当者は、「Ｊヴィレッジのような施設が
再開することが、住民の帰還、地域の復興を後押
しする」「帰町は復興の象徴となる」と話す。し
かし、返還後もマイナスの風評は避けられないと
の声もある 12。
その後、福島県は 2019 年 4 月までにＪヴィレッ
ジを営業再開する方針を固めた。2020 年東京五
輪を見据え、チームの合宿誘致につなげる考えで
ある。2014 年 5 月には「Ｊヴィレッジ復興計画
プロジェクト委員会」（日本サッカー協会、東電、
地元町で構成）を設置した。サッカー以外の利用
拡大に向け、敷地内の林野に新たに遊歩道を整備
し、子どもたちの体力づくりにも役立てたい考え
を持つ。福島県は復興計画をもとに、原状回復の
費用は東電に請求し、屋内サッカー場など機能強
化に必要な予算は国に求める方針である 13。
Ｊヴィレッジの復興構想の中間報告素案では、
2020 年東京五輪をにらみ、ラグビーなどサッカー
以外の競技でも利用できる施設への改修などが盛
り込まれていることが分かった。福島県、東京電
力、日本サッカー協会、地元 2 町などでつくる
「新生Ｊヴィレッジ復興プロジェクト委員会」が、
2014 年 5 月から議論を進めてきた。初会合では
東京五輪前の 2019 年 4 月までの再開を基本方針
としていた。東京五輪で各国代表の練習拠点にす
ることを目指しているという 14。
福島県のプロスポーツについて、既にサッカー
Ｊ３の福島ユナイテッドＦＣがある。これに加
え、2014 年 10 月にはバスケットボールの男子プ
ロリーグ bj リーグ加盟の福島ファイヤーボンズ
が始動した。さらに 2015 年 4 月には野球の独立
リーグである BC リーグで新チームが試合を繰り
広げる予定である。バスケットボールは「福島復
興のシンボルに！」を、野球は「福島創生を目指
して」を設立趣旨に掲げている。教室開催やボラ
ンティア活動以外にも、試合会場にはブースを設
置し、野球の場合は農産物の直売や各種イベント
も実施する 15。
宮城県石巻市は、復興祈念公園の横に総合型ス
ポーツ施設の運営建設や、国内外の選手の合宿地
の整備などを検討している。2014 年 5 月下旬か
ら募った「誘致事業協賛金」には、市内の企業な
ど約 100 団体から約 300 万円が集まった 16。
栃木県宇都宮市の中学校教諭は、福島県の復興
支援として、「ふくしまは負けない」と書いたた
すきを掛けてマラソン大会に出場しながら、出場
80 中　村　祐　司
者の応援メッセージを集めている。1 年 1 市町村
において 2012 年以降の 3 年間で集めたメッセー
ジは 200 を超え、伊達市、飯舘村、浪江町にメッ
セージが書き込まれた国旗を寄贈してきた。マラ
ソン大会の参加者のエネルギーを被災者に届けた
いという思いが原動力となっている。個人の小さ
な活動が福島の元気につながっている 17。
Ⅳ．復興五輪と社会的責務
以上のように本研究では、スポーツ事業を通じ
た震災復興活動の事例として、福島県におけるク
ラブ育成アドバイザーによる避難者支援活動に注
目し、震災がなければ明確には認識できなかった
であろう日常時と非常時の草の根スポーツ支援活
動の価値と意義を再確認した。そして、こうした
スポーツ事業と復興五輪との乖離はあるものの、
今後の後者の事業展開は、前者の個々の積み重ね
と相互のつながりに掛かっていることが示唆され
た。
スポーツを通じた震災復興も復興五輪もまさに
これからである。2020 年東京五輪をこの二つの
価値を体裁や形式を超越した形で国内外に提示す
る推進力としなければならない。そして、震災復
興と復興五輪がそのためのボトムアップ推進力と
して作動しなければならないし、五輪終了後にお
いてもその責務の遂行が私たちの社会と国家には
問われているのではないだろうか。
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3
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より）。
4
 2014 年 5 月 2 日付朝日新聞「復興五輪と被災地」。
5
 同 10 月 10 日付毎日新聞「次は国際貢献する番だ」。
6
 同 9 月 10 日付毎日新聞「校庭の仮設　撤去 0.6％」。仮
設住宅について、震災後設けられたプレハブには岩手、
宮城、福島、茨城 4 県で 4 万 2,124 戸に 9 万 1,471 人（2,014
年 7 月 1 日現在）が暮らす。
7
 同 4 月 23 日付下野新聞「被災地での予選増を」。一方で、
「東日本大震災から 3 年以上が過ぎたが、現地を訪れる
度に痛感させられるのは、遅々として復興が進まない
現実」「今後、五輪に向けたインフラ整備が本格化すれ
ば復興工事が一段と遅れるのは避けられない」「スポー
ツ界が強化費の増額を求める一方で、復興予算不足に
悩む人たちがいる」「東京五輪を目指す全てのスポーツ
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い」といった指摘もある（山口香、2014 年 8 月 12 日
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の人々の五輪への懸念を、スポーツがすべてぬぐい去
れるわけではない」とする一方で、復興と五輪をつな
ぐキーワードとしての「参加」を強調する声もある（野
村周平、同 8 月 21 日付朝日新聞「市民参加で五輪につ
なげ」）。
8
 同 7 月 22 日付読売新聞「東京五輪　わが街へ」。
9
 2014 年 7 月 24 日付朝日新聞「五輪　我が街に生かせ」。
10
 同 7 月 30 日付産経新聞「東京五輪で東北の祭り再現」。
11
 同 9 月 3 日付読売新聞「みんなの力で東京五輪」。
12
 同 3 月 10 日付読売新聞「元のピッチ　復興遠く」、同
朝日新聞「聖地復活　住民あってこそ」、同 3 月 11 日
付読売新聞「福島帰還の象徴に」。
13
 同 5 月 18 日付福島民報「31 年 4 月営業再開へ」。
14
 同 9 月 4 日付産経新聞「五輪へ他競技　使用可能」。
1997 年開業のＪヴィレッジは、5,000 人収容のサッカー
場に加え、練習場 11 面、フットサル場 4 面のほか、宿
泊施設などを備えていた。原発事故から政府や東電の
対応拠点として使用されている。
15
 同 5 月 17 日付福島民報「プロスポーツ　本県に元気」。
16
 同 9 月 7 日付産経新聞「1964 年東京五輪の遺産を石巻
へ」。五輪組織委員会総務局長の雑賀真氏は、復興五輪
への取り組みについて「まずは被災地の人が、どう考
えているのかということを基本にしたい。復興を旗印
に利用するという目で見られるのは避けたい」と述べ
ている（同）。
17
 同 5 月 15 日付毎日新聞「届けるエネルギー」。
（本研究は、平成 26 年度科学研究費補助金基盤研
究（Ｃ）によって執筆された。）
81スポーツ事業を通じた震災復興と復興五輪
Abstract
This paper presents the case of sports supporting organization (COF=”Community of Fukushima”). COF aided 
many victims to have indoor exercise in Koriyama and Fukushima City in Fukushima Prefecture after the East Japan 
Disaster. COF tried to alleviate victims’ mental stress, build mutual cooperation among victims and bring about 
positive attitude toward life. COF members became aware of the value of good health and the role of sports activities.
This paper also presents the case of  “Sports Restoration toward the 2020 Tokyo Olympic Games”. This slogan 
was getting a great deal of attention again. But the truth of the matter is that this word is on the verge of fanciful 
exaggeration. We have to think more about what they really mean. The restoration of the “J village” (soccer 
compound stadium in Hirono and Naraha town in Fukushima prefecture) will serve as a touchstone of the ability of 
“the Sports Restoration toward the 2020 Tokyo Olympic Games”.
（2014 年 10 月 31 日受理）
The Restoration from the East Japan Disaster and “the 
Sports Restoration toward the 2020 Tokyo Olympic Games”
NAKAMURA Yuji
